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研究成果の概要（和文）： この研究の目的は，世界市場で競争し合う日本・中国・韓国企業の製品開発プロセ
スに焦点を絞り，競争優位の源泉である「組織能力」の内実とその開発成果への影響を明らかにすることにあ
る.日本・中国・韓国における製品開発の上流工程を有する企業（製造業とソフトウェア業）に対して行った質
問紙調査の結果データ（382社）に基づき実証分析を行った．分析の結果，以下の点が明らかになった．(1)外部
情報の獲得ルートが多く，なおかつ非金銭的インセンティブが付与されるとき開発成果が高い．(2)開発工程間
の組織内統合度（コミュニケーションの円滑さ）が高く，なおかつ非金銭的インセンティブが付与されるとき開
発成果が高い．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to analyze the content and performance 
outcomes of “organizational capability” as a critical source of competitive advantage in Japanese,
 Chinese, and Korean firms. Using a comprehensive questionnaire survey of 382 firms in manufacturing
 and software industries, this research empirically investigates the relationship between front-end 
product development practices and product development performance. The following results are 
obtained. Two independent variables, a larger number of sources of external information and stronger
 organizational cohesion (as measured by smoothness of communication), are both associated with 
greater provision of non-pecuniary incentives, which improve development outcomes in terms of QCD 
(quality, cost, and delivery), customer satisfaction, and sales. 

研究分野： 労働経済学
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１．研究開始当初の背景 
 

21 世紀に入り，アジアは製品開発拠点と
しての重要度を高めている．とりわけ代表的
な知識集約産業である情報通信技術関連産
業において重要度の高まりが顕著である．事
実，東アジア企業は強い国際競争力を有し，
世界をリードする存在へと成長しつつある．
こうした状況にもかかわらず，日本を含む東
アジア企業の製品開発を国際比較した研究
は少ない． 
こうした推移において，韓国・中国企業の

攻勢に接し，日本企業は苦境に立たされてい
る．その真因は何か．これが研究開始当初の
背景である． 
 
２．研究の目的 
 
この研究の目的は，アジアのみならず，世

界市場で熾烈に競争し合う日本・中国・韓国
の情報通信技術関連企業の製品開発プロセ
スに焦点を絞り，競争優位の源泉である「組
織能力」の内実とその開発成果への影響を，
企業内における開発組織レベルでの実態調
査に基づき明らかにすることにある． 
 
３．研究の方法 
 
 当初計画では，アンケート調査の対象は，
エンジニア個人としていた．だが，先行研究
の徹底的吟味，製品開発の実務担当者からの
助言，聞き取り調査の結果，組織能力の解明
のためには，①エンジニア個人ではなく製品
開発部門の責任者を対象とする，②基本設計
以降の下流工程のみならず上流工程をも対
象とする，以上が必要であると判明し，見直
しを行った． 
 アンケート調査に関しては，①比較的最近
市場に投入（上市）された製品を対象として，
②企画構想段階から量産試作段階までの製
品開発プロセスの全体を把握する製品開発
部門の責任者を対象とすべきとした結果，調
査を無事完了することができた． 
 
４．研究成果 
 
 日本・中国・韓国における製品開発の上流
工程を有する企業（製造業とソフトウェア
業）に対して行った質問紙調査の結果データ
（382 社）に基づき実証分析を行った．具体
的には，製品開発の上流工程における諸活動
（市場と技術に関する情報収集，上流工程へ
の各機能部門の関与度合い，参加者間および
下流工程とのコミュニケーションの状況な
ど）と人材マネジメント（インセンティブ付
与のあり方）とがいかなる関係にあるときに
開発成果が高まるかを定量的に分析した．分
析の結果，以下の 2 点が明らかになった．(1)
外部情報の獲得ルートが多く，なおかつ非金
銭的インセンティブが付与されるとき開発

成果（QCD（品質・コスト・納期），顧客満
足度，販売実績）が高まる．(2)コミュニケー
ションの円滑さで測られた開発工程間の組
織内統合度が高く，なおかつ非金銭的インセ
ンティブが付与されるとき開発成果（QCD，
顧客満足度）が高まる． 
 こうした分析結果を，聞き取り調査の結果
とも組み合わせ，さらに掘り下げた論文を執
筆する予定である． 
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